
一宮市重度障害者受入れ補助金交付要綱 

（通則） 

第１条 障害福祉サービス等については、障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域

移行・地域生活の支援、相談支援の質の向上、医療的ケア児への支援の推進、

感染症等への対応力の強化などの諸課題に対応するため、報酬改定で、報酬体

系等の見直しが図られている。 

  一宮市重度障害者受入れ補助金は、障害福祉サービスの報酬改定を踏まえ、

障害者の重度化・高齢化への対応として、その受入れ、医療的なケア、夜間支

援体制の確保を目的とし、障害福祉サービス施設・事業所等が、重度障害者を

受入れた場合等に、予算の範囲内において支援を行うものである。 

重度障害者支援加算、医療的ケア対応支援加算等の報酬加算に加えて、上乗せ

して補助し、あるいは、グループホームにおいて、住居ごとの夜間職員を加配

し、夜間支援体制を充実した場合に補助する。また、令和５年度からはこれに加

えて、児童発達支援・放課後等デイサービスにおいて重度障害児等を受入れた場

合、さらに市内の相談体制を強化するため、地域の相談業務の中核を担う基幹相

談支援センター業務の受託法人において特定相談支援事業所の相談支援専門員を

令和３年度末と比較して増員した場合に補助するものとし、その交付に関して

は、一宮市補助金等交付規則（昭和 37 年一宮市規則第 18 号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

この要綱は、令和３年の障害福祉サービスの報酬改定をもとにしており、事業

の実施期間は、令和４年度からの３年間若しくは令和５年度からの２年間とし、

令和６年の報酬改定に併せ、令和７年度に対象等の見直しを行うものとする。 

（補助対象の事業者） 

第２条 補助の対象となる施設・事業者（以下「補助事業者」という。）は、以下の

各号に定める一宮市内に所在する事業所を営む者とする。 

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年

法律第 123 号。以下「法」という。）第５条第 17 項の規定による共同生活援助 

（２）児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下、「児法」という。）第６条の２

の２第２項又は第４項の規定による児童発達支援又は放課後等デイサービスの

うち主として第４条第３項に規定する障害児に対し同サービスを提供する事業

所 

（３）一宮市と基幹相談支援センター事業に係る委託契約を締結している法人が

運営する法第５条第 18 項の規定による特定相談支援を行う事業所又は児法第６

条の２の２第７項の規定による障害児相談支援を行う事業所 

（補助対象の事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助事業者が第４

条に規定する補助対象の障害者等のために実施する以下の事業とする。 

（１） 重度障害者受入れ促進事業 



グループホームにおける重度障害者の受入れ体制の整備又は医療的ケアが

必要なものに対する支援のための看護職員の配置に必要な経費を支援する。 

ア 重度障害者支援加算（Ⅰ）の加算算定を受けて提供する共同生活援助 

イ 重度障害者支援加算（Ⅱ）の加算算定を受けて提供する共同生活援助 

ウ 重度障害者支援加算（Ⅱ）の算定対象となる障害者の受入れ（イに該当す

る場合を除く）及びその者に対して提供する共同生活援助（ただし、申請年

度の翌年度末までに、前記（ア又はイ）に規定する事業を実施する意欲があ

り、かつ、加算を取得する見込みがあると認められる場合に限る。） 

エ 医療的ケア対応支援加算の加算算定を受けて提供する共同生活援助 

（２） 夜間支援体制の整備促進事業 

グループホーム等を対象に夜間における入居者の状況に応じた手厚い支援

体制の確保や適切な休憩時間の取得に必要な経費を支援する。ただし、住居

ごとで障害支援区分４以上の補助対象の障害者が定員に対して５割以上の割

合で入居する場合に限る。また、本事業の適用期間は、住居ごとに、補助対

象として適用した月から３年間に限るものとする。 

ア 夜間支援等体制加算（Ⅳ）の加算算定を受けて提供する共同生活援助 

イ 夜間支援等体制加算（Ⅴ）の加算算定を受けて提供する共同生活援助 

ウ 夜間支援等体制加算（Ⅵ）の加算算定を受けて提供する共同生活援助 

エ グループホーム又は日中サービス支援型グループホームの住居ごとに夜勤

職員を 2名配置し提供する共同生活援助 

（３）重度障害児受入れ促進事業 

    児童発達支援又は放課後等デイサービスにおける重症心身障害児や医療的

ケア児の受入れ体制の整備又は医療的ケアが必要なものに対する支援のため

の看護職員等の配置に必要な経費を支援する。 

ア 重症心身障害児に対して行う児童発達支援 

イ 重症心身障害児に対して行う放課後等デイサービス 

ウ 医療的ケア区分３～１の報酬算定を受けて行う児童発達支援 

エ 医療的ケア区分３～１の報酬算定を受けて行う放課後等デイサービス 

（４）相談支援体制強化事業 

    一宮市と基幹相談支援センター事業に係る委託契約を締結している法人

が、相談支援体制強化のために自身が運営している特定相談支援事業所又は

障害児相談支援事業所において計画相談を行う相談支援専門員を増員した場

合、その人件費を支援する。 

（補助対象の障害者等） 

第４条 この補助金において、補助の対象となる障害者等（以下「障害者」とい

う。）は、以下のいずれかの要件を満たす者とする。 

（１）令和４年１月１日以前に、一宮市において障害支援区分が認定され、障害福

祉サービスの支給決定を受けた障害者 

（２）令和４年１月１日以前から一宮市に住民票があるものであって、同 1月２日

以降に、新たに一宮市において障害支援区分が認定された障害者 



（３）児法第７条第２項に定められる重症心身障害児又は医療的ケア児及びその家

族に対する支援に関する法律（令和３年法律第 81 号。以下「医療的ケア児支

援法」という。）第２条第２項に定められる医療的ケア児であって、その保護

者が一宮市において、通所給付決定を受けているもの 

（４）その他市長が前３号の規定に類する者として適当と認めるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、第６条第１号に規定する重度障害者受入れ促進事業

の補助の対象となる障害者については、補助対象として適用をした月から３年間

に限るものとする。ただし、別表１の区分ア～ウと区分エについては、それぞれ

で補助対象として適用することができるものとする。 

（補助対象となるサービス提供の期間） 

第５条 第３条第１号及び第２号に規定する事業の令和４年度の補助対象は、令和

４年１月１日から令和４年 12 月 31 日までの間の対象サービスの提供とし、次年

度以降の補助対象については、これに倣うものとする。 

２ 第３条第３号に規定する事業の令和５年度の補助対象は、令和５年１月１日か

ら令和５年 12 月 31 日までの間の対象サービスの提供とし、令和６年度の補助対

象については、これに倣うものとする。 

２ 第３条第４号に規定する事業の令和５年度の補助対象は、令和５年４月１日か

ら令和６年３月 31 日までの間の対象サービスの提供とし、令和６年度の補助対象

については、これに倣うものとする。 

（補助対象の経費及び補助金の額） 

第６条 この補助金は、補助事業の実施に必要な経費を原則として補助対象の経費

と認めるものとし、補助金の交付額は、補助事業ごとに以下のとおりとする。 

（１）重度障害者受入れ促進事業 

別表１のとおり 

（別表１） 

区分 補助金の額 

ア 重度障害者支援加算（Ⅰ）の加算

算定を受けて提供する共同生活援助 

補助対象の障害者に対してサービスを提

供し対象の加算算定を受けて受け取った

報酬の１／２ 

イ 重度障害者支援加算（Ⅱ）の加算

算定を受けて提供する共同生活援助 

補助対象の障害者に対してサービスを提

供し対象の加算算定を受けて受け取った

報酬の１／１ 

ウ 重度障害者支援加算（Ⅱ）の算定

対象となる障害者の受入れ（イに該当

する場合を除く）及びその者に対して

提供する共同生活援助 

（ただし、申請年度の翌年度末まで

に、前記（ア又はイ）に規定する事業

補助対象の障害者に対してサービスを提

供し対象の加算算定を受けて受け取った

報酬の１／１ 



を実施する意欲があり、かつ、加算を

取得する見込みがあると認められる場

合に限る。） 

エ 医療的ケア対応支援加算の加算算

定を受けて提供する共同生活援助 

補助対象の障害者に対してサービスを提

供し対象の加算算定を受けて受け取った

報酬の１／２ 

上記にかかわらず、令和６年４月１日以降に補助対象の障害者に対してサービス

を提供し対象の加算算定を受けて報酬を受け取った場合、補助金の額は、令和６年

４月１日以降の利用分に係る報酬の額を同額に 10.48 分の 10.24 を乗じた額に置き

換えた上で算出するものとする。なお、ア、イの区分において、令和 6年度の報酬

改定において追加された個別支援を開始した日から 180 日以内に算定される＋500 単

位/日の報酬については、補助金の額の算出には含めず、これを補助しないものとす

る。 

（２）夜間支援体制の整備促進事業 

別表２のとおり 

（別表２） 

区分 補助金の額 

ア 夜間支援等体制加算（Ⅳ）の加算

算定を受けて提供する共同生活援助 

補助対象の障害者に対してサービスを提

供し対象の加算算定を受けて受け取った

報酬の１／２ 

イ 夜間支援等体制加算（Ⅴ）の加算

算定を受けて提供する共同生活援助 

補助対象の障害者に対してサービスを提

供し対象の加算算定を受けて受け取った

報酬の１／２ 

ウ 夜間支援等体制加算（Ⅵ）の加算

算定を受けて提供する共同生活援助 

補助対象の障害者に対してサービスを提

供し対象の加算算定を受けて受け取った

報酬の１／２ 

エ グループホーム又は日中サービス

支援型グループホームの住居ごとに夜

勤職員を２名配置し提供する共同生活

援助 

・夜勤職員２名がそれぞれ４時間以上

の夜間勤務の実績がある日の日数が１

月当たり 20 日以上の場合 

月額５万円/住居 

エ グループホーム又は日中サービス

支援型グループホームの住居ごとに夜

勤職員を２名配置し提供する共同生活

援助 

・夜勤職員２名がそれぞれ４時間以上

の夜間勤務の実績がある日の日数が１

月当たり 10 日以上の場合 

月額２万円/住居 



 上記にかかわらず、ア～ウの区分において、令和６年４月１日以降に補助対象の

障害者に対してサービスを提供し対象の加算算定を受けて報酬を受け取った場合、

補助金の額は、令和６年４月１日以降の利用分に係る報酬の額を同額に 10.48 分の

10.24 を乗じた額に置き換えた上で算出するものとする。 

（３）重度障害児受入れ促進事業 

別表３のとおり 

（別表３） 

区分 補助金の額 

 児法第７条第２項に定められる重症

心身障害児又は医療的ケア児支援法第

２条第２項に定められる医療的ケア児

を主として受入れて行う児童発達支援

又は放課後等デイサービスであって次

のア～エのいずれかに該当するもの 

ア 重症心身障害児に対して行う児

童発達支援 

イ 重症心身障害児に対して行う放

課後等デイサービス 

ウ 医療的ケア区分３～１の報酬算

定を受けて行う児童発達支援 

エ 医療的ケア区分３～１の報酬算

定を受けて行う放課後等デイサービ

ス 

月額８万円/事業所 

・ただし、補助金額を算定するのは、第

４条第１項第３号に規定する補助の対象

となる障害者等の受入れ実績がある月に

限る。 

（４）相談支援体制強化事業 

別表４のとおり 

（別表４） 

区分 補助金の額 

ア 第２条第３号に規定する事業所に

おいて従事者を増員した場合であっ

て、かつ、相談支援専門員を令和４年

度当初と比較し、増員する場合 

・増員後に相談支援専門員の休業、休

職等があった場合は、勤務実績とし

て、月当たりの事業所の開所日数の２

分の１以上の日数で増員していたこと

が確認できる月を補助金額の算定の対

象とする。 

〇令和５年度※１：増員した相談支援専

門員 1 人当たり 30 万円/月 

※１ 補助対象の期間は、令和５年４月

から令和６年３月とする。 

〇令和６年度※２：増員した相談支援専

門員 1 人当たり 15 万円/月 

※２ 補助対象の期間は、令和６年４月

から令和７年３月とする。 



イ アに該当する場合のほか、第２条

第３号に規定する事業所において従事

者を増員した場合であって、かつ、相

談支援専門員を令和３年度末と比較

し、増員しており、令和５年４月１日

以後も増員した状態を維持する場合 

・相談支援専門員の休業、休職等の取

扱いは上に同じ。 

〇令和５年度※３：増員した相談支援専

門員１人当たり 15 万円/月 

※３ 補助対象の期間は、令和５年４月

から令和６年３月とする。 

〇令和６年度※４：増員した相談支援専

門員１人当たり７万５千円/月 

※４ 補助対象の期間は、令和６年４月

から令和７年３月とする。 

２ 前項の規定により算出された補助金の交付額に千円未満の端数が生じた場合に

は、これを切り捨てるものとする。 

（補助の適用申請の手続等） 

第７条 本補助事業については、サービスの利用実績、提供体制等に基づいて補助

金の額が算定されるが、障害者の受入れ開始時点では、利用見込み、申請額等が

定まらず、交付申請が困難な性質のものであるため、補助金の交付を受けようと

する補助事業者は、次項以降に従い補助の適用申請の手続きを交付申請の前に行

うものとする。 

２ 補助事業者は、重度障害者受入れ補助金適用申請書（別紙１）に市長が別に定

める必要書類を添付して、交付申請をする日のおおむね２か月前を目途として、

市長に提出するものとする。 

３ 市長は、補助適用の可否を判断したときは、重度障害者受入れ補助金（適用・

不適用）決定通知書（別紙２）により申請者に通知するものとする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、第６条第１項第３号及び同第４号の事業を行う場

合は、補助の適用申請の手続は要しないものとする。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助事業者が補助金の交付を受けようとするときは、補助金等交付申請書

（様式第１）を、別に定める日までに市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第９条 市長は、前条第１項の規定により提出された申請書を受理したときは、速や

かに、その内容を審査し、その適否を決定する。 

２ 前項の規定により交付を決定したときは、補助金等交付決定通知書（様式第

２）により、補助事業者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第 10 条 この補助金の交付の決定には、次の条件を付すものとする。 

（１）補助金の交付の決定を受けた事業の内容を変更する場合には、市長の承認を

受けなければならない。 



（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければなら

ない。 

（３）補助事業が予定期間内に完了しない場合又は遂行が困難になった場合には、

速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（４）補助事業者は、補助事業の実施の根拠となる書類並びに補助事業に係る収入

及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整

理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（補助事業の中止

又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後、翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。 

２ 市長は、補助事業者が前項各号に定めた条件に違反した場合には、この補助金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（計画変更） 

第 11 条 この補助金の交付決定後の事情の変更により補助事業の内容その他申請に

係る事項の変更の承認を受けようとするときは、補助事業等計画変更届（様式第

３）に、変更内容及び計画変更理由を記載し、市長に提出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、サービスを利用する障害者に変更がない場合は、サ

ービスの利用日数の変更があったとしても、完了報告にて内容が確認できるた

め、計画変更届の提出を不要とする。 

３ 第 1項の規定にかかわらず、重度障害児受入れ促進事業及び相談支援体制強化

事業において、補助金の額の増加を伴わない軽微な変更は、計画変更届の提出を

不要とする。 

（完了報告） 

第 12 条  規則第 11 条の規定にかかわらず、この補助事業の完了報告は、補助金等

完了報告書(様式第４)によらず、第８条に定める申請書をもって代えるものとす

る。ただし、第３条第 2号ウ、同エ及び同第４号に定める補助事業の完了報告に

おいては、重度障害者受入れ補助金実績報告書(別紙３)を交付申請時に交付申請

書と併せて提出するものとする。 

２ 前条の規定により計画変更があった場合においては、前項の規定中、「第８条に

定める申請書」を「第８条に定める申請書および第 11 条に定める変更届」に読み

替えるものとする。 

（補助金の交付等） 

第 13 条 市長は、補助事業の完了後、補助金の額の確定を行った後に補助金を交付

するものとする。 

２ 補助金の請求は、補助金等交付請求書（様式第５）により行うものとする。 

（委任） 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 



附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年１月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年６月１日から施行し、令和５年１月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年１月１日から適用する。 


